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2　持続可能な社会の実現していく上で、美術・デ
ザイン系大学においても社会連携活動を通して暮
らしの仕組みを変え、新しい社会を創造するソー
シャル・イノベーションの重要性が増している。
持続不可能な社会の仕組みを改善し、「少しでも持
続可能な仕組みに近づける」というよりも、「持続
可能な仕組みをゼロから新しく作り上げる」とい
う考えである。持続可能な発展を脅かす生態系破
壊、資源枯渇、エネルギー問題、人口爆発、南北
格差等は、1989年のベルリンの壁崩壊後の経済・
社会のグローバリゼーションにおいて、ローカル
な関係とグローバルな関係が複雑に入り組むこと
で急速に深刻化した。経済・社会のグローバリゼ
ーションは、国境を越え活動する個人や組織が一
般化し、その結果、世界の国々に政治経済の側面
だけでなく、環境においても相互依存の関係にあ
ることを強く意識させることとなった。社会全体
の部分である個人や組織の行動は、常にその全体
に影響を与え、またそれらにフィードバックされ
る関係にあるため、部分である個人や組織はこの
ような問題に無関係ではいられない。したがって、
すべての個人や組織は、地球的な視野を持ってロ
ーカルに行動する必要がある。こうした背景から
社会の一員である大学の社会連携活動においても
従来のように単に社会に貢献するだけでなく、持
続可能な社会の実現のために現在の私たちの持続
不可能な暮らしの仕組みを変え、新しい社会を創
造するような取り組みが必要である。本論文では
持続可能な社会の仕組みの理論的枠組みを説明し、
その後、美術・デザイン系大学の社会連携活動の
現状を分析し、ソーシャル・イノベーションのた
めの社会連携の在り方について議論する。
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　今現在、地球全体では、気候変動、資源枯渇、
人口爆発、生態系の破壊1 や災害など環境に関す
る問題やエネルギー、食料、人口爆発、テロリズ
ム、感染症、麻薬、南北格差など社会に関する問
題に人類全体は直面している。日本という地域規
模的には、原発や自然エネルギーなどエネルギー
に関する事、食料自給率や食の安全性など食に関
する事、少子高齢化や地域消滅など人口に関する
事、学級崩壊やイジメなど教育に関する事、貧困
や所得格差など経済に関する事、介護や生活習慣
病など医療に関する事、自殺や安楽死など倫理に
関する問題に私たちは直面している（表１）。
　現在の経済・社会のグローバリゼーションにお
いて、このようなグローバルな問題とローカルな
問題は複雑に入り組んでいる。これは地域社会の
一員である大学の社会連携活動においても単に社
会に貢献するだけでなく、持続可能な社会の実現
のために共同責任者として積極的に何か役割を果
たせなければならないことを意味しているのでは
ないだろうか。持続可能な社会とは、化石燃料由
来の燃料や合成樹脂、金属素材を大量に消費する
現代の工業生産方式に替わって、可能な限り地域
内で自らが消費する食料やエネルギーの生産を行
い、暮らしに必要なものも地域内で採取される再
生可能な自然素材を活用したもの作りを推進し、
社会問題や環境問題が襲いかかっても豊かな暮ら
しが成り立つレジリエンス2 が高い自立した地域
社会といえるのではないだろうか。このような社
会の実現にはさまざまな問題に取り組みながら同
時に、それらの問題の原因である社会の仕組み
（例、食、エネルギー、雇用、移動、余暇、学び
などに関する仕組み等）を新しい自立した地域社
会の仕組みにリ・デザインしていく必要があると
考える。
　私たちがこれから新たに持続可能な社会の仕組
みをリ・デザインしていく上で一つのモデルにな
ると考えられるのは、生態系のエネルギーフロー
図1　生態系におけるエネルギーフローの仕組み　参照：Odum and Barrett (2004)
１．はじめに
２．持続可能な社会の仕組みについての
　　理論的な枠組みについて
表1　地球規模と値域規模のさまざまな環境問題と社会問題の要約
地球規模の問題 地域規模（日本）の問題
 ・気候変動、資源枯渇、生態系の破壊、災害など
環境に関する事。
 ・人口爆発など人口に関する事。
 ・化石燃料などエネルギーに関する事。
 ・食料生産のグローバル化など食に関する事。
 ・感染症や伝染病など衛生や医療に関する事。
 ・テロリズムや麻薬、人身売買など犯罪に関する
事。
 ・南北格差など経済に関する事。
 ・原発などエネルギーに関する事。
 ・ゴミ問題など資源に関する事。
 ・食料自給率や食の安全性など食に関する事。
 ・少子高齢化や地域消滅、家族崩壊など人口に関
する事。
 ・学級崩壊やイジメなど教育に関する事。
 ・貧困や所得格差など経済に関する事。
 ・介護や生活習慣病など医療に関する事。
 ・自殺や安楽死など倫理に関する事。
4生産者が作ったサービスや製品を利用したり消費
したりするユーザーといえる。消費者はより多く
を消費するように生産者によって誘導されていく。
このようにさまざまな役者が、社会経済システム
の中でそれぞれの役割を果たすことでこのシステ
ムはどんどん肥大化していく。こうしてみると私
たちの現代社会は、生産者の生産活動や消費者の
消費活動によって生まれるさまざまな社会問題や
環境問題に取り組む分解者が少ない過小評価され
た社会といえる。主な理由として考えられるのは、
分解者は収益をあまり生まないゆえに資本蓄積そ
のものが目的とする資本主義によって組織された
社会経済では、その役割は無視され続けられる。
従って、現在の社会経済システムは生態的な視点
から見ると不完全であり、レジリエンスが欠けて
いる。多くの社会問題や環境問題は、生産者と消
費者による自発的な努力もしくは支援者任せの対
処療法的に取り組まれ、これまで根本治療的には
あまり取り組まれてこなかった。現在のさまざま
な持続可能な社会の実現への取り組みは、分解者
なしのその場しのぎの取り組みといえるのではな
いだろうか。それゆえに、どんなに社会問題や環
境問題が発生しようと「現状を維持したい」と強
く思う生産者や「将来革新的な技術が社会問題や
環境問題をきっと解決してくれる」と考える消費
者が分解者の役割を共有し果たすことで根本的に
解決し、持続可能な社会の仕組みをリ・デザイン
するというより、現状の役割の範囲内であまり問
題の原因にならないような取り組みに終始してき
た。生産者なら例えば、リサイクルなど環境技術
を開発し資源生産性を向上させたり、環境配慮設
計によって環境負荷が低い製品（例、エコプロダ
クツ）やサービスを作ったり、またCorporate 
Social Responsibility （CSR）の名の下にボランティ
ア活動など社会貢献行などの取り組みがそれであ
る。また、消費者なら例えば、環境や社会に優し
い倫理的消費を行うなどの取り組みがそれである。
つまり、生産者や消費者はウィリアム・マクダナ
ーの言うところの環境や社会に対して「Trying to 
be less bad（より悪くならないようにする）」よう
な取り組みしか行っていないのが現状である
（McDonough and Braungart, 2002）。レジリエン
スの欠けた現在の社会経済システムは、結局いつ
か自ら生んだ社会問題や環境問題の蓄積によって
機能しなくなり、最悪の場合はシステムそのもの
が崩壊するのである。
の仕組みである（図１）。なぜなら、このエネル
ギーフローには、生態系全体を永続させるための
仕組みのヒントが隠されていると考えているから
である。太陽光は、太陽から地球に降り注がれる。
藻類を含む植物などの生産者は、その光エネルギ
ーを使って水を分解し酸素を作り、空気中の二酸
化炭素から炭水化物（例えば、グルコースやデン
プンなど）を合成している。草食動物などの第一
次消費者は、植物を消費し、肉食動物などの第二
次消費者は、第一次消費者を消費する。雑食動物
など高次の消費者は、生産者や第一次消費者、第
二次消費者を消費する。生産者と消費者の排出す
る排泄物や屍体などの有機物は、バクテリアやカ
ビなどの分解者が無機物に分解することによって
生産者の栄養素へと作り変えられる。分解者の働
きによって生態系の中で物質が循環し生態系は持
続することが可能となる（Odum and Barrett, 
2004）。生態系を構成するすべての生物種の行動
は、このような永続的な循環の仕組みそのもので
あるといえるのではないだろうか。
　この生態系のフレームワークを使って資本主義
によって組織された現在の私たちの社会経済の仕
組みに当てはめて見てみると図２のようになる。
生態系でいう太陽は、私たちの現代社会では投資
家や政府などの支援者と見なす事ができる。この
支援者は、主に生産者が生産を拡大し利益を生む
ように資金の投資や生産者の活動を活性化するよ
うな政策決定などの支援を行う。生態系でいう生
産者は、私たちの現代社会では企業やクリエイタ
ー、政策実行者などと見なす事ができる。生産者
は支援者の支援を受け、生産活動を通して利益を
最大限追求したり、生産者の活動がスムーズに行
えるようにインフラストラクチャーなどの社会資
本の整備を行ったりする。生態系でいう消費者は、
図2　生態系フレームワークから見る現在の社会経済の仕組み
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ちを私たちの社会の中に増やしていくためにはど
うしたらいいのだろうか。それには社会経済シス
テムそのものを構成し動かしている私たち自身の
変化が必要になってくる（Scharmer, 2015）。つま
り、私たちが望まない環境問題や社会問題は、私
たちの集団的行為のシステム的な結果であり、私
たちの行為とは関係のないところにそれらの問題
の原因があるわけではない。私たちの行為が集団
的に社会経済システムをどのように動かし、そし
てその社会経済システムが私たちに何をフィード
バックしているのかというシステム的な気づきが、
さまざまな環境問題や社会問題の原因である生産
者や消費者の行動を改めさるだけでなく、分解者
への関心を目覚めさせていく。このような気づき
を集団的に生んでいくためには、ホリスティック
な教育4 が重要な役割を果たしていくと考える。
　現在、多くの国公私立大学において社会連携セ
ンターや社会連携室、産学連携推進室などが設置
されている。背景には、社会を構成するステーク
ホルダーである「市民セクター、企業セクター、
政府セクター」とは違った大学の社会的責任
（University Social Responsibility）を果たすことが
求められ始めたことが挙げられる。例えば教育・
研究活動により私たちが直面する環境問題や社会
問題への取り組み、持続可能な社会の実現に貢献
していくことが大学の社会的責任においても重要
になってきている。また、大学が少子化の中で教
育・研究活動を通して積極的に地域の環境問題や
社会問題に取り組むことによって社会の中で自ら
の存在意義や独自性を見出し、自身の持続性を高
める必要がでてきていることも挙げられる（日本
私立大学協会 Online）。従って、21世紀における
人類最大の命題である持続可能な社会の実現にお
いてすべてのステークホルダーが役割を担う必要
があり、問題を提起し、社会のあるべき未来を創
造する役割を担う大学の教育・研究活動こそ積極
的に関与するべきであると考える。
　一方、デザイン・美術系大学においても社会連
　こうして見ると、「持続可能な仕組みをゼロから
新しく作り上げる」には、分解者の役割が重要に
なってくる。この分解者は、例えば社会起業や環
境起業した起業家であるかもしれない。このよう
な起業家は、社会問題や環境問題に取り組み、解
決に貢献するさまざまな仕組みや活動を地域内で
作っていくことによって収益を生み出す。そして、
この生み出された収益は、生産活動を「地理的に
拡張する」拡大再生産への再投資のために使われ
るというよりは、自らの活動を「地域内で存続す
る」地域経済自立のために使われる。また分解者
は、社会問題や環境問題に取り組むだけでなく、
従来の生産者の活動を変革するような活動（例、
必要な対応を促す情報のフィードバックや環境に
優しいものづくりのための環境教育や自立した地
域を確立するためのコミュニティベースの経済活
動や地域分散型で地域の再生資源を利用したもの
づくりの推進）を生む（図３）。このような活動は、
ボランティアや慈善家というより、社会起業家や
NPO、NGO、大学といった非営利組織が担うか
もしれない。この意味において分解者は、「Trying 
to be more good（もっとよくなろう）」ような取り
組 み を 行 う 者 と い え る（McDonough and 
Braungart, 2002）。分解者がこのように現在の私
たちの社会経済の仕組み中で適切に機能すること
ができれば、現在の社会経済の仕組みのレジリエ
ンスは改善され、その仕組みは持続可能なものへ
変化していくのである。
　それではこのような分解者の役割を果たす者た
図3　持続可能な社会の仕組みについて
３．大学の社会連携活動について
４．美術・デザイン系大学の社会連携活
　　動について
6えば教員や学生など）が持つクリエイティビティ
や知的資源（例えば研究成果や知的財産など）を
地元の中小企業や自治体、高校、地域住民へ還元
しているのである。大学側にとっては社会連携活
動を情報発信することによって、大学のブランド
の向上や学生への教育の充実が図られる。社会連
携の相手側にとっては、大学とのコラボレーショ
ンによって簡単にデザイン開発が行えるメリット
がある。また社会連携の相手は、単一のステーク
携センターや社会連携室が設置され社会や地域と
の連携活動が活発化している（表２）。
　現在の美術・デザイン系大学における社会連携
活動は大学によって活動内容は多少違うが、概ね
デザインによる企業支援や地域振興、美術作品の
展示やイベント開催、公開講座、高校への出張授
業を通しての地域社会との交流に集約されている
といえる。美術・デザイン系大学の人的資源（例
表2　社会連携や地域連携活動を推進している美術・デザイン系大学
美術短期大学や美術系学部等のある大学は除く。
この表２は各大学のウェブサイトを参考に筆者が作成。
区分 大学名 主な活動内容
国公立 愛知県立芸術大学 公開講座の開催や外部からアーティストを大学に招く「アーティスト・イ
ン・レジデンス」を実施など。
秋田公立美術大学 産学官連携、美術・デザイン分野の知的財産の地域産業に対する活用の促
進知的財産に関する啓蒙活動、地域の子供や社会人に対するアートスクー
ルの開講など。
沖縄県立芸術大学 社会連携室は設置してあるが具体的な活動内容は確認できなかった。
金沢美術工芸大学 アートとデザインによる地域社会の活性化プロジェクトの開催など。
京都市立芸術大学 学外での作品展示や公開講座の開催など。
静岡文化芸術大学 地域社会へ施設の開放、研究成果をイベントなどで学外者に発表、地域の
企業や自治体との共同研究や受託研究、高校への出張授業を実施など。
情報科学芸術大学院大学 企業や自治体との共同研究や受託研究や地域の課題解決や、地域文化の活
性化プロジェクトの開催など。
長岡造形大学 地域産業の振興、生涯学習や地域の文化活動の支援を実施など。
私立 大阪芸術大学 地域の活性化事業や企業の新商品開発の支援を実施など。
京都嵯峨芸術大学 研究成果の公開と成果などプロジェクトを通して地域発展に活用など。
京都精華大学 産学官連携事業や、公開講座、フリーランスで活躍する卒業生とクリエイ
ティブ領域の仕事依頼のマッチング事業など。
倉敷芸術科学大学 公開講座の開催や高校への出張授業を実施など。
神戸芸術工科大学 アートプロジェクトやイベントの開催など。
女子美術大学 公開講座の開催や美術・デザインによる地域振興、アートプロジェクトの
開催など。
多摩美術大学 公開講座の開催や美術・デザインによる地域振興や企業支援、地域の企業
や自治体との共同研究や受託研究を行うなど。
東京造形大学 公開講座の開催や美術・デザインによる地域振興や企業支援、地域の企業
や自治体との共同研究や受託研究、高校への出張授業を実施など。
東北芸術工科大学 産学官連携を推進しているが具体的な活動内容は確認できなかった。
名古屋造形大学 美術・デザインによる地域振興や企業支援を実施など。
成安造形大学 美術・デザインによる地域振興や企業支援を実施など。
文星芸術工科大学 地域社会の活性化や地域の企業や自治体との共同研究や受託研究を実施など。
武蔵野美術大学 公開講座の開催や美術やデザインによる地域と連携したイベントの開催、
高校への出張授業の実施など。
横浜美術大学 公開講座の開催など。
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領域を越えた横断的なコラボレーションが可能な
プラットフォームが必要になってくる。そのよう
な体制が構築できるかが分解者としての役割が果
たせるか果たせないかのポイントとなると考えら
れる。そして、このようなプロジェクトを通し社
会変革を継続していくためには、美術・デザイン
系大学による社会起業や環境起業も視野に入れ、
地域の社会問題や環境問題に取り組むことによっ
て収益を生んでいく必要がある。また収益が生ま
れることによって生産者を変化させるようなプロ
ジェクトを継続的に創出していくことが可能にな
ってくる。このように美術・デザイン系大学が社
会連携活動において生産者から分解者へ役割を変
革していくには、それぞれの大学の意思決定者の
強いリーダーシップが重要になる。なぜなら、こ
のリーダーシップなしではさまざまな試みも実行
する前に消滅してしまうからである。
　現在、東京造形大学（以下、本学）の社会連携
活動は合計36の活動があり、その内の25.0％にあ
たる９の活動は大学のカリキュラム内（以下、授
業内）で行われ、75.0％にあたる27の活動は大学
のカリキュラム外（以下、授業外）6 で行われてい
る（表３）。
　授業内で行われている９つの活動の内、66.6％
にあたる６の活動が展示、ワークショップやイベ
ント開催に関するものであり、22.2％にあたる２
の活動はデザインによる企業支援に関するもので
あり、11.1％にあたる１つの活動は公開講座及び
研修会に関するものである。授業外で行われてい
る27の活動の内、37.0％にあたる10の活動は展示、
ホルダーが基本であり、複数のセクターのステー
クホルダーがコラボレーションして一つのプロジ
ェクトを生むようなものではない。
　美術・デザイン系大学の現在のこのような社会
連携活動は、持続可能な社会の実現に貢献するに
は不十分であるように思える。なぜなら、大部分
の美術・デザイン系大学は、基本的に生産者の役
割を果たしでおり、地域の社会問題や環境問題に
取り組んだり社会や環境に積極的に貢献したりす
る分解者の役割を果たしてないからである。サス
テナビリティのための戦略的デザインの研究にお
いて世界をリードするロンドン芸術大学のエジ
オ・マンジーニ教授5 はこれからのデザイン・美
術系大学は、社会に持続可能な変化を生み出し、
促進していくための変革のエージェントとならな
ければならないと言っている（Manzini, 2011）。
そのような望ましい変化を生み出すためには、外
部との関係において美術・デザイン系大学は、地
域内の企業セクターだけでなく、NPOやNGOや
市民団体などの市民セクター、自治体などの政府
セクター、銀行や信用金庫などの金融セクターな
どとコラボレーションをし、社会変革を志向した
プロジェクトを自ら創出し、そして分解者の役割
を果たしていく必要がある。このような分解者の
役割を果たすプロジェクトが、ソーシャル・イノ
ベーションのための美術・デザイン系大学の社会
連携活動なのではないか。内部の体制として美
術・デザイン系大学が社会連携活動において従来
の生産者から分解者の役割を果たしていくには、
専門領域だけに固執した取り組みではなく、専門
５．美術・デザイン系大学の社会連携活動
　　を通して分解者の役割を果たすには？
６．ソーシャル・イノベーションのための東京造
　　形大学の社会連携活動への提案について
社会連携活動カテゴリー
展示、ワー
ク シ ョ ッ
プ、イベン
ト開催
デザインに
よる企業支
援
公開講座、
研修会
地域ボラン
ティア活動
商品開発 芸術表現方
法の開発
被災地支援
合　計
授業内 6 2 1 0 0 0 0 9
（25.0％）
授業外 10 3 8 1 3 1 1 27
（75.0％）
合　計 16
（44.4％）
5
（13.9％）
9
（25.0％）
1
（2.8％）
3
（8.3％）
1
（2.8％）
1
（2.8％）
36
（100.0％）
表3　授業と社会連携活動カテゴリーのクロス表
8きである。従って美術・デザイン系大学は、地域
内のさまざまなステークホルダーと協働して社会
変革を志向したプロジェクトを共に創出し、取り
組むことで分解者の役割を果たしていかなければ
ならない。そのためには、専門領域だけに固執し
た取り組みではなく、専門領域を越え様々なステ
ークホルダーと横断的なコラボレーションが可能
な体制を作っていくことが必要である。これには
それぞれの美術・デザイン系大学の意思決定者の
リーダーシップと先を見る目が重要になる。そし
て、社会変革のためのプロジェクトを継続的に行
っていくには、それぞれの美術・デザイン系大学
による社会起業や環境起業も視野に入れ地域の社
会問題や環境問題に取り組むことによって収益を
生んでいく必要がある。またその収益が生まれる
ことによって、生産者を変化させるような変革の
ためのプロジェクトも継続的に分解者が生むこと
が可能になってくると思われる。
注
１　生態系は食品や水といったものの生産・提供といった供給サー
ビスや気候などの制御・調節などといった調整サービス、精
神的・文化的利益をもたらす文化的サービス、光合成による
酸素の供給などといった基盤サービス、多様性を維持し、不
慮の出来事から環境を保全するサービスを私たちに提供して
いる。私たちは生態系サービスを利用することで経済活動を行
い、健康な暮らしや福祉の向上を可能にしている。健全な生
態系は持続可な文明の基盤といえる (Ekinks, 2003; Millennium 
Ecosystem Assessment, 2005)。
２　何かあっても折れずにしなやかに再び立ち直る力（枝廣、
2015）。
３　これらの役者の役割は固定化されたものではなく流動的なも
のである。例えば生産者である企業が支援者となり何かに投
資することもあり得るし、また消費者であるユーザーが生産
者とコラボレーションをして何かを共創することもある。一
人の役者が複数の役割を果たすことはこのように可能である。
４　エコロジーとシステム思考が一緒になり、エコリテラシーを
向上するような教育。アリストテレスの「全体は部分の総和に
勝る」という言葉にあるように、部分が支えられている全体に
貢献することが部分の持続性にとって重要である。例えば、
一つ一つの生物種は生態系という全体が健全に機能すること
によって生きていくことができる。生態系という全体が機能不
全に陥ると、部分である生物種も生存することが困難になる。
５　エジオ・マンジーニは元ミラノ工科大学教授で現在はロンドン
芸術大学教授で社会変革のためのデザインの学科長。サステ
ナビリティのための戦略的デザインが専門。社会変革のための
デザインに取り組む美術・デザイン系大学のグローバルネッ
トワークであるDesign for Social Innovation and Sustainability 
（DESIS）の設立者。
６　カリキュラム外は受託研究も含む。
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